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Ⅵ、来年度予算案について

　「春は名のみの　風の寒さや 谷の鶯（うぐいす）歌は思えど　時にあらずと　声も立てず　時にあらずと　声も立てず」。日本の唱歌「早春賦」は長野県安曇野あたりの早春の情景をうたった歌とされています。その「早春賦」の２番の歌詞は「氷解け去り　葦（あし）は角（つの）ぐむ」とあります。今、日本の政治が、まるで雪解けの季節を迎えたように、一気呵成にダイナミックに動き出しています。
　昨年暮れの衆院選における再びの政権交代で誕生した第二次安倍内閣は「成長による富の創出」を掲げ、命を守る公共事業を拡充し、先進的な研究開発や、地域経済を支える中小企業向け予算に重点配分し「景気浮揚」、「デフレからの脱却」、「成長力底上げ」という３つの目標を掲げ、景気の本格回復につなげ、日本復興、日本再生に向けたシナリオがスピードアップされています。
　具体的には国の来年度予算案では一般会計総額は92兆6115億円で、13兆円を超える大型補正予算案と一体的な「15ヶ月予算」と位置づけ、日本経済の再生への切れ目のない対策を実行する一方、東日本大震災からの復興、防災・減災対策の重点化などが図られています。
こうした国の動きに呼応して、我がまちの「再生シナリオ」はいかがなものなのか。我がまちにとっての「三本の矢」はどうなのか。市長の強いリーダーシップが要請されています。
具体的には我がまちの予算を市長はどのような政策意図を持って編成されたのか、何よりも予算案は市長のまちづくりへの青写真であり、市長の市政運営方針そのものの設計図であり、市民が大いに注目するところであります。それだけに的確、明快な答弁をお願いいたします。
（1）国の予算は①復興・防災対策②成長による富の創出③暮らしの安心・地域活性化の3分野に重点化されているが、我がまちの新年度予算編成にあたっての市長の基本的な考え方について伺います。
（2）来年度財政見通しについて、特に平成２4年度税制改正、平成25年度税制改正による本市財政への影響について伺います。
（3）3・11大震災から2年目を迎えようとしています。防災計画の見直し、それに基づく防災・減災対策は「住民の生命と財産をまもる」ために地方自治体に課せられている最大の政策課題です。新年度、どのような取り組みがなされようとしているのか伺います。

（4）大震災、さらには円高により製造業を中心に地域経済は大きく落ち込んでいます。それだけに、国の「強い経済」を取り戻す成長戦略に呼応して、我がまちの地域経済活性化への取り組みが期待されます。市長はどのような活性化戦略を描いて新年度予算を編成されたのか伺います。
（5）国は命を守る「防災・減災ニューディール」の考え方を踏まえインフラの再構築を加速させようとしています。我がまちの公共施設の長寿命化対策、また昨年来の非構造部材の総点検などを踏まえどのように取り組まれようとされているのか伺います。
（6）一方で、国は生活保護については生活困窮者の就労支援と併せて適正化を図る方針で生活保護制度の見直しを行おうとしています。また、前政権の一括交付金制度が廃止になり、さらには地方公務員給与についても、地方自治体の行政改革による削減努力に配慮しつつも、削減することも決め、地方交付税の減額も要請しています。これらに対する市長の考えを伺います。
<<　参考　>>

公明

01/20　すぐわかるニュース教室             01/21防災・安全交付金の創設

01/22　防災・減災ニューディール　         01/25　税制改正大綱が決定

01/25　消費税の軽減税率　　　　           01/26　防災・減災ニューディールが前進

01/27　暮らし守る減税拡充　　             01/27　税制改正に公明の主張反映
01/28　経済再生のカギ握る3本の矢         01/29　通常国会開幕

01/30　住宅ローン減税　　　　　　          01/30　生活保護の見直し

01/30　経済再生へ対策加速　　　　          01/30　公明党が盛り込ませた主な主張

01/31　2013年度予算案　　　　　 02/01　衆院代表質問　経済成長の芽を育てよ
02/02　結果だす政治にまい進　　　 01/30　復興費、6兆円上積み
02/10　雇用創出へ政策総動員　　　 01/23～01/25　補正予算案のポイント

02/05～02/13　暮らし守る予算・税制

読売　01/30　2013年度予算案閣議決定　92兆円のポイント

　　　01/19　基礎からわかるインフレ目標

中日　01/16　補正予算暮らしに影響は           　01/27　地方に痛み　分権後退

　　　01/17　生活保護引下げへ           　　　　02/06　生活保護引下げ　影響は
【考えられる展開】

（3）防災計画の見直しについては、ハード・ソフト両面からの見直しは当然として、公明党が主張している防災会議への女性の登用、さらに男女共同参画の視点からの避難所に女性の視点を、女性だけの防災検討委員会の開催などを確認、提案していきたい。

（4）我が地域の成長産業は何か、活性化戦略は何かを明確にしていかなければ、今回の経済対策が本当に国民生活の向上や地域経済の体質強化につながらないことになり、将来世代にツケだけを残すだけになる懸念があります。

（5）公共事業を積極的に行う「国土強靭化」などの政権公約に沿い、暮らし関連でも建物の耐震化や老朽化した社会インフラの修繕などの政策が予定されています。具体的には学校の耐震化、建設から一定以上の橋やトンネルをはじめ、駅のバリアフリー化、コンパクトシティ施策や登下校時の通学路の安全対策の充実、また深刻化するいじめ問題に対応するため学校へのスクールカウンセラーの派遣時間を増やすことなども含まれています。

（6）地方公務員の給与は自治体が条例で決め、国に決定権はない。ただ、財源の一部に国が配る地方交付税が充てられているため、地方交付税を削減する考えを示している。消費税増税前の「身を切る改革」を地方にも求め、国民の理解を得ようとしているが、地方側は「地方は国に先駆けて給与を削減してきた」「一律にカットされたら、財政規模の小さな自治体はもたない」など反発もある。

　また生活保護引下げの影響は他の制度、例えば就学援助をはじめ様々に連動していく、これらにどのように「安全網」を構築していくのかも問われる。
